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～将来に負担を残さない行財政運営の実現に向けて～ 

１ 公共施設等の再編の必要性について 

四国中央市は、2004（平成16）年４月１日に２市１町１村が合併して誕生しましたが、公共

施設等は、合併前の旧市町村が個別の視点によるサービスの提供を目的として設置したものがほと

んどです。そのため、市内に同類の施設が各地域にあり、逆に特定の地域しか設置されていない施

設があるなど、適正な配置がなされているとは言えないのが現状です。 

また、少子高齢化の進展による人口減少問題をはじめ、それに伴う生産人口の減少による税収の

減少や扶助費の高止まり等により地方財政が厳しい中、これまでに整備してきた公共施設等が一斉

に改修・更新時期を迎えており、多額の費用が必要になると見込まれています。 

このような背景から、公共施設等を取り巻く現状や課題等を客観的に把握・整理するとともに、

長期的な視点を持って施設の長寿命化や複合化・集約化、機能の見直し等も含め、適正配置と有効

活用及び財政負担の軽減・平準化を図り、将来に負担を残さない行財政運営を実現していくことを

目的とし、2016（平成28）年度、四国中央市公共施設等総合管理計画（以下「管理計画」とい

う。）を策定しました。 

今後は、管理計画で示された基本的な方針に基づき、公共施設等の再編を推進していくための実

行計画として、施設類型別ごとに個別施設計画を策定していきますが、今回改訂する管理計画分野

別施設方針（以下「分野別施設方針」という。）は、個別施設計画に基づく再編の方向性の情報を

一元管理することや、再編を行っていくうえでの重要事項を示しています。 

 

【公共施設等総合管理計画及び個別施設計画の構成】 

基本理念：公共施設等マネジメントの５つの原則 

（１）新たな公共建築物整備の抑制と保有量の段階的縮減 

（２）公共建築物の機能に着目した複合化、集約化等の実施 

（３）公共建築物の有効活用 

（４）ライフサイクルコストの最適化 

（５）公共建築物のマネジメントの実施 

 

※太枠の部分が再編検討のサイクル 

●公共施設等総合管理計画   2017～2056（40年間）  個別施設計画 

◆基本方針 

・施設等の現況、将来の見通し 

及び課題 

・マネジメントの５つの原則

等 

※1期（10年）ごとに見直し 

◆分野別施設方針        ③ 

・個別施設計画等の内容を反映 

・対象施設の再編の方向性を一元管理 

※1期10年（前期・後期）×4期 

※毎年、データを更新 

 

 

○基本計画 

 

○実施計画 

 

   ② 

◆ガイドライン【職員向け】 

・再編の実施方針を具体的に 

展開するためのマニュアル 

※1期（10年）ごとに見直し 

◆施設カルテ          ① 

・施設情報を共有し、施設評価に活用 

・施設評価の段階で、再編の方針決定を行

い、その内容を個別施設計画に反映 

※毎年、各担当部署がデータを整備 

※財産管理課がマネジメント 

 ※各担当部署が

中心となり作

成・実施 
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■公共施設等の再編に関する基本的な考え方を定める施設類型一覧 

区分 大分類 中分類 

公
共
建
築
物 

(1) 市民文化系施設 ア 市民会館・文化センター・コミュニティ

センター等 

 イ 公民館 

 ウ 集会所 

(2) 社会教育系施設 ア 資料館等 

 イ 図書館 

(3) スポーツ・レクリエーション系施設 ア スポーツ施設 

 イ レクリエーション施設 

(4) 学校教育系施設 ア 学校 

 イ 給食センター 

(5) 子育て支援施設 ア 幼稚園・保育園 

 イ 児童センター等 

(6) 保健・福祉施設 ア 高齢者・障がい者福祉施設等 

 イ 保健施設 

(7) 医療施設 ア 医療施設 

(8) 行政系施設 ア 庁舎等 

 イ 消防施設 

(9) 公営住宅 ア 公営住宅 

(10) 供給処理施設 ア ごみ焼却施設・リサイクル施設 

 イ 火葬場 

 ウ し尿処理施設 

(11) その他施設 ア その他施設 

イ
ン
フ
ラ
資
産 

(1) 道路・橋りょう施設 ア 橋りょう 

 イ 市道・トンネル等 

 ウ 農道・農道橋 

 エ 林道・林道橋 

(2) 上水道施設 ア 上水道施設 

(3) 工業用水道施設 ア 工業用水道施設 

(4) 下水道施設 ア 下水道施設 

(5) 港湾施設 ア 港湾施設 

(6) 農業用施設・漁港施設 ア 農業用施設 

 イ 漁港施設 
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２ 代表的な施設の再編の方向性について 

分野別施設方針は、市が保有する公共施設等を効率的かつ効果的に管理・運営することを目的に、

各担当部署が管理する代表的な施設を分野別（大分類・中分類）に区分し、再編の方向性を示して

います。 

また、その方向性について、個別施設計画及びそれに準ずる計画等で基本方針が決定している施

設は、その概要（機能のあり方や建物の新築、解体、改修、長寿命化等）を示しています。 

なお、個別施設計画の推進期間は、次の区分に分類します。 

短期：管理計画１期後期まで（～２０２６年度） 

    中期：管理計画２期前期～３期前期（２０２７～２０４１年度）  

長期：管理計画３期後期～４期後期（２０４２～２０５６年度） 

 

■ 公共建築物について 

（１）市民文化系施設 

ア 市民会館・文化センター・コミュニティセンター等 

【基本的な考え方】 

市民文化ホールは、老朽化した三島・川之江市民会館両会館の機能・施設を集約することで、ラ

イフサイクルコストの縮減を図ります。また、利用者の利便性を考慮し、両会館の中間地点である

三島・川之江インターチェンジ付近へ建設し、市民の交流の場として、市民が利用しやすく、市民

の文化・芸能・芸術意識の向上を目指しています。 

市民会館川之江会館は、新築した市民文化ホールに機能移転後に解体します。 

 

川之江文化センターは、地域における文化振興の中核的な施設として利用されていますが、近年

では、設置目的以外の使用も多くなってきています。よって、2017（平成29）年度に耐震改修

工事を実施するとともに、2018（平成30）年度に解体した川之江庁舎に設置していた機能（市

民窓口センター、ケーブルテレビ自治体エリアサブセンター、福祉窓口、保健窓口等）を当施設に

集約し、多目的に利用できる複合施設として機能を見直しました。今後は計画的に建物の長寿命化

を図ります。 

 

川之江ふれあい交流センターは、2017（平成29）年度に地域のコミュニティの醸成と住民主

体のまちづくりの誘発を図り、地区の中心拠点かつ交流機能として日常的に活用される施設を目指

し、集会機能、会議機能、子育て機能、防災機能等が集約された複合機能施設として整備されまし

た。これにより、川之江公民館、川之江児童館、川之江老人憩いの家、川之江老人つどいの家の施

設機能及びかわのえ高原ふるさと館の貸館機能・講座機能を集約し、子どもから高齢者までが集い

交流できる施設とします。併せて、防災機能の向上を図り、防災備蓄倉庫も設置することで、地域

の防災拠点としての役割も担っていきます。 

二名ふれあい館は、川之江公民館の施設機能が川之江ふれあい交流センターに集約されたことに

より、川之江公民館二名分館から二名ふれあい館に名称を変更し、地域住民の生涯学習の振興及び

地域コミュニティ活動の促進を図ります。 

  

川之江コミュニティセンター及び生きがい研修センターは、利用者が固定化されており、公民館

の分館や集会所のように使用されています。施設の管理体制は、現在、臨時職員等を管理人として

運営していますが、地元への譲渡等を含め、民間活力の導入を検討していきます。 
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土居文化会館（ユーホール）は、市民の文化の創造並びに生涯学習の推進を図ることを目的とし、

さまざまな自主事業を実施しています。貸館としても利用度は高く充実した施設ですが、築後 21

年を経過して設備関係が老朽化しており、改修が必要となっています。また、当施設は、NPO法

人紙のまち図書館を指定管理者として施設運営を委ねている土居図書館と一体となった施設であ

ることから、それらを踏まえ、今後の運営方法について、自主運営とするのか、民間活力の導入を

行うのかなど、管理形態を検討しながら、併せて施設の再編も検討していきます。 

 

隣保館は、対象地域や周辺地区を含めた地域社会の中で、福祉の向上や人権施策の交流拠点とし

て同和対策事業により建設された施設です。今後は、本来の目的を鑑みて、施設の更新の際は周辺

の公共施設との集約化・共用化を検討し、単独施設としての在り方を見直し・検討していきます。 

 

【施設ごとの方針】 耐用年数満了期「※」 検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

☆市民文化ホール 
2016  

2019 
50 ☆        

2019.5 新築完成予定 

「※」は欄外 

市民会館 

川之江会館 
1966 50 

▲

※ 
       

2019 年度に市民文

化ホールを新築し、機

能移転後、解体予定 

川之江文化 

センター 
1981 50 

☆ 

△  
 ※      

個別施設計画に基づき

2018 年度に機能を複合

化、建物は長寿命化 

川之江ふれあい

交流センター 
2017 50 ☆        

2018.3 新築完成 

「※」は欄外 

川 之 江 コ ミ ュ

ニティセンター 
1992 50 ◆     ※    

土居文化会館 

（ユーホール） 
1995 50 

◆ 

☆ 
☆   ☆ 

※ 

☆ 
 ☆ 

個別施設計画に基づ

き長寿命化 

生きがい研修

センター 
1998 50 ◆      ※   

二名ふれあい館 1991 50 ◆    ※     

川之江隣保館 1991 50 ◆    ※     

朝日文化会館 1981 50 ◆  ※       

土居隣保館 1984 50 ◆   ※      

※  耐用年数は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40 年 3 月 31 日大蔵省令第 15 号） 

別表第 1（機械及び装置以外の有形減価償却資産の耐用年数表）により設定しています。 

 また、減価償却資産の利用に耐える年数で、施設ごとの方針では、建築物の更新の目安としており、必

ずしも満了期が老朽化に伴う建築物の寿命ではありません。 
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イ 公民館 

【基本的な考え方】 

市内には、21 箇所の公民館と 1 箇所の分館がありますが、平成に建設された公民館が 5 施設

及び分館が 1 施設で、残る 7 割以上の公民館が昭和に建設されたものであることから、老朽化の

著しい施設が多数存在し、施設や設備の修繕に苦慮している状況です。特に、2012・2013（平

成 24・25）年に実施した耐震診断では、12 館中 7 館が耐震補強や改築が必要と診断されてお

り、避難所としての役割が求められる施設でもあることから、早急な対策が求められています。 

また、施設の配置は、原則、小学校区単位で1つの設置が適正であると考えるため、現在、校区

に複数、あるいは分館が設置されている地区は、さまざまな要素を総合的に勘案し、方向性を検討

していきます。 

なお、公民館は、自治基本条例の中で地域コミュニティの連携拠点として位置づけられ、機能及

び施設の充実、整備に努めていくことがうたわれていることから、従来の社会教育のみならず、地

域づくりや地域コミュニティの拠点としての役割を担う市民センターやコミュニティセンター化

を検討していきます。 

 

【施設ごとの方針】 

■川之江・新宮地域  耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

   転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

川之江公民館 1973 50 
◆
▲ 

※       

2017 年度に川之江ふ

れあい交流センターを

新築し、機能移転後に

解体予定 

金生公民館 1978 50 
◆

▲ 
  ※     

2019 年度に川之江庁

舎跡地に新築後、機

能移転予定 

☆金生公民館 
2018  

2020 
50 ☆        

2020 年度新築完成

予定  「※」は欄外 

上分公民館 1976 50 ◆ ※       2015 年度改修済 

妻鳥公民館 1995 50 ◆     ※   2017 年度改修済 

金田公民館 1980 50 ◆  ※       

金田公民館 

体育館 
1980 47 ◆  ※       

川滝公民館 

（川滝出張所） 
1974 50 ◆ ※        

新宮公民館 1975 50 ☆ ※       2018 年度改修済 
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【施設ごとの方針】 

■伊予三島地域  耐用年数満了期「※」   検討・基本方針決定「◆」  改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

松柏公民館 

（松柏出張所） 
1979 50 ◆  ※      2017 年度改修済 

三島公民館 2001 50 ◆      ※   

村松公民館 1968 50 
◆ 

※ 
▲       

地域住民と協議後に

廃止予定 

旧中曽根公民館 1977 50 ◆  ※       

中曽根公民館 2017 50 
◆

☆ 
       

2017.7 新築完成 

「※」は欄外 

中之庄公民館 2011 50 ◆        
2011 年度新築済 

「※」は欄外 

豊岡長田分館 1969 50 
◆ 

※ 
▲       

地域住民と協議後に

廃止予定 

寒川公民館 

（寒川出張所） 
2002 50 ◆       ※  

豊岡公民館 

（豊岡出張所） 
1974 50 ◆ ※        

嶺南公民館 
（嶺南支所） 

1963 50 
◆

※ 
        

嶺南公民館 

体育館 
1988 47 

◆

※ 
        

 

■土居地域   耐用年数満了期「※」   検討・基本方針決定「◆」  改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

   転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

長津公民館 2014 50 ◆        
2014 年度新築済 

「※」は欄外 

小富士公民館 1974 50 ◆ ※        

天満公民館 1969 50 

◆

△ 

※ 

       
天満・蕪崎公民館を

集約 

蕪崎公民館 1979 50 
◆ 

△ 
 ※      

天満・蕪崎公民館を

集約 

土居公民館 1977 50 ◆  ※       

関川公民館 1982 50 ◆   ※      
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ウ 集会所 

【基本的な考え方】 

集会所は、地域社会にとって、長く住み続けるために必要なコミュニティ施設です。その設置は、

社会的背景や地域自治の重要性に鑑み、特に昭和時代後半に積極的に建設されてきましたが、施設

の形態は、所有権をはじめ、維持管理や改修の費用負担等において、行政と自治会等との役割分担

が不明確な部分があります。 

そのようなことから、今後は、使用しない集会所の用途廃止や新たに認可地縁団体※となり、法人

化された自治会等への譲渡を検討し、行政と自治会等の役割を整理していく必要があるため、地元

と十分な調整を行った上で、地域の実情に応じた多様な方向性を示していきます。 

 

教育集会所は 11 施設あり、子ども達の学力向上や仲間づくり等を目的に小・中学校の先生等が

協力し、子ども会活動を実施しています。また、子ども会活動を地域住民に周知し、子ども達と地

域住民の交流の場として集会所まつりも開催しています。 

当施設における管理の方向性は、築後20年から30年の間で改修を行い、施設の長寿命化を図っ

ていきます。なお、立石集会所は、現在、使用が休止中であるため、地元協議を十分に行った上で、

解体等の検討を行っていきます。 

 

【施設ごとの方針】 耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

         転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

集会所 

（263 件） 
－ － 

◆ 

※ 
       

法人化された自治会

等へ譲渡を検討 

教育集会所 

（11 件） 
－ － 

◆ 

※ 
        

 

※  認可地縁団体：地方自治法等に定められた要件を満たし、手続きを経て法人格を得た自治会、町内会

等（一定の区域に住所を有し、広く地域社会の維持、形成を行い、地域的な共同活動を行っている団体）

のことをいいます。 
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（２）社会教育系施設 

ア 資料館等 

【基本的な考え方】 

紙のまち資料館は、紙のまち四国中央市の紙文化の発信や、紙産業振興の拠点として位置づけら

れる施設であり、今後も関係機関との連携を強化し、より効果的な活用が図れるよう管理・運営を

行っていきます。 

 

かわのえ高原ふるさと館と考古資料館は、機能を統合して施設の集約化を図り、新たに収蔵棟 

を設けた博物館として、2020年度中の開館を目指し整備を行います。 

 

端華の森古墳館は、他の古墳等の史跡とのバランスを考慮し、老朽化しても施設を更新せず、形

態を変更しての保全を検討します。 

 

暁雨館は、郷土の歴史や文化の伝承、また、生涯学習の拠点施設としての役割を担っていますが、

展示資料等が、旧地域の歴史や文化に偏っているため、今後は、展示資料等の対象を市内全域に拡

大することや、分野を特化した施設として個性化を図っていきます。 

 

【施設ごとの方針】  耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

      転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

紙のまち資料館 1987 50 ◆    ※     

かわのえ高原

ふるさと館 
1998 50 

△ 

◆ 
   ※    

2018 年度収蔵棟を

増築、展示棟を改修 

考古資料館 1972 50 ▲        2019 年度解体予定 

端華の森古墳館 1993 38 ◆  ※       

暁雨館 2004 24 ◆  ※       
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イ 図書館 

【基本的な考え方】 

図書館は、三島・川之江・土居・おやこ図書館があり、市民の教養と文化の向上に資する役割を

担っており、2010（平成22）年度からは指定管理制度を導入しサービスの向上を図っています。

今後も更なるサービスの向上を目指した運営を行っていきます。 

 

【施設ごとの方針】 耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

      転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

川之江図書館 2003 38 ◆    ※     

おやこ図書館

（上分町） 
1979 50 ◆  ※       

三島図書館 1983 50 ◆   ※      

土居図書館 1995 50 ◆     ※    

 

 

（３）スポーツ・レクリエーション系施設 

ア スポーツ施設 

【基本的な考え方】 

スポーツ施設は、川之江体育館、伊予三島運動公園体育館、土居総合体育館があり、日常的に市

民がスポーツ活動に親しむ拠点として利用されており、年間を通じて、さまざまな事業やイベント

も開催されています。また、これらの施設の管理形態は、現在、指定管理者制度を導入し、民間等

に委託して運営を行い、サービスの向上と効率的な経費削減に努めています。今後は、改修により

長寿命化を図りながら、関係者を交え、施設のあり方を検討しながら将来ビジョンを決定します。 

 

【施設ごとの方針】 耐用年数満了期「※」   検討・基本方針決定「◆」  改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

   転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

川之江体育館 1989 47 ◆   ※      

伊予三島運動

公園体育館 
1989 47 ◆   ※      

土居総合体育館 2004 47 ◆      ※   



 

10 

 

イ レクリエーション施設 

【基本的な考え方】 

霧の森は、新宮地域の観光拠点として、茶フェや街道を整備し、温泉施設やコテージを併設してい

ます。また、山間地域の活性化を図る施設となっており、2011（平成23）年には、バリアフリー

化等の整備を終えて道の駅としてオープンしました。管理形態は、指定管理者制度を導入し、民間等

に委託して施設の管理・運営を行っており、サービスの向上と効率的な経費削減を図っています。 

当施設の再編の方向性は、第１期に耐用年数満了期を迎える施設は、老朽化が著しい施設から随時

改修を行いながら、早急に基本方針を決定します。 

新宮少年自然の家、新宮自然の家、新宮少年自然の家寺内分館については、いずれの施設も老朽化

が著しく、利用者の安全を確保するために、随時、修繕を行っています。今後は、利用者のニーズを

把握し、運営方針を検討しながら、早急に基本方針を決定します。 

川之江城は、歴史的資料等がある展示場や涼櫓内には茶室があり、市民に広く利用されています。

1986（昭和61）年に旧川之江市制施行30周年記念事業として、天守閣や涼櫓等が復元されてい

ます。今後は、建築様式の特殊性から耐用年数が満了する際にも、建替えを計画するものではなく、

改修により維持していくべき施設と定めます。 

 

【施設ごとの方針】 耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

   転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

霧の森茶フェ 1997 41 ◆    ※     

霧の森 

レストラン 
1997 31 ◆  ※       

霧の森 

ふれあい館 
1998 41 ◆    ※     

霧の森 

交湯～館 
2005 47 ◆       ※  

霧の森 

コテージ 
1996 15 

◆

※ 
        

霧の高原 

センターハウス 
1998 24 ◆ ※        

霧の高原 

コテージ 
1998 15 

◆

※ 
        

てらの湖畔広場

事務所・ﾚｽﾄﾗﾝ 
1992 38 ◆  ※       

新宮少年自然

の家寺内分館 
1949 22 

◆

※ 
        

新宮少年自然

の家 
1951 15 

◆

※ 
        

新宮自然の家 1980 31 
◆

※ 
        

川之江城 1986 50 ◆   ※      



 

11 

 

（４）学校教育系施設 

ア 学校 

【基本的な考え方】 

学校は、急激に進展する少子高齢化の状況を踏まえ、何よりも子どもたちの教育環境を高める観

点から施設の適切な配置を進めることが重要です。現在、各学校施設は、耐震化工事により建築物

の強度が確保され、相応の安全性が図られており、これまでの費用対効果を勘案すると、耐用年数

の経過が迫っている施設についても、できる限り長期間施設を使用していく方向です。 

このようなことから、今後、短・中期的には、設備面の改修を施すことによる個々の施設の長寿

命化を検討していくとともに、他の公共施設等との複合化も視野に入れ、再編施設をモデル的に計

画していくことを検討します。また、長期的には、将来の児童数の動向や学級編制の将来的動向を

考慮し、子どもたちにとって望ましい教育環境や学校にとってより良い運営が可能な環境づくりを

目指し再編の検討を行っていきます。 

 

【施設ごとの方針】 

■川之江・新宮地域    

耐用年数満了期「※」   検討・基本方針決定「◆」  改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

   転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

川之江小学校

北校舎 
2010 47 ◆        

2010 年度改築済 

「※」は欄外 

川之江小学校

中央校舎 
2011 47 ◆        

2011 年度改築済 

「※」は欄外 

川之江小学校

南校舎 
2011 47 ◆        

2011 年度改築済 

「※」は欄外 

川之江小学校

給食棟 
2009 31 ◆    ※     

川之江小学校

体育館 
1972 47 

◆

※ 
        

金生第一小学校

北校舎 

1974 47 
◆

※ 
        

1975 47 ◆ ※        

1976 47 ◆ ※        

金生第一小学校

南校舎 

1975 47 ◆ ※        

1979 47 ◆ ※        

金生第一小学校

南校舎給食室 
1979 41 

◆

※ 
         

金生第一小学校

体育館 
1973 47 

◆

※ 
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■川之江・新宮地域    

耐用年数満了期「※」   検討・基本方針決定「◆」  改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

   転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

金生第一小学校

通級指導棟 
2002 47 ◆      ※   

金生第二小学校

北校舎 

1982 47 ◆  ※       

1987 47 ◆   ※      

金生第二小学校

北校舎/ 西校舎 
1994 47 ◆    ※     

金生第二小学校

北校舎給食室 
1994 41 ◆   ※      

金生第二小学校

体育館 
1975 47 ◆ ※        

妻鳥小学校 

北校舎 

1969 47 
◆

※ 
        

1975 47 ◆ ※        

1979 47 ◆ ※        

妻鳥小学校 

北校舎給食室 
1979 41 

◆

※ 
        

妻鳥小学校 

南校舎 

1988 47 ◆   ※      

2005 34 ◆    ※     

2016 47 ◆        
2016 年度増築済 

「※」は欄外 

妻鳥小学校 

体育館 
1989 47 ◆   ※      

上分小学校 

北校舎 

1980 47 ◆  ※       

1982 47 ◆  ※       

1983 47 ◆  ※       

1991 47 ◆    ※     

上分小学校 

北校舎給食室 
1983 41 ◆ ※        

上分小学校 

南校舎 
1991 47 ◆    ※     
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■川之江・新宮地域    

耐用年数満了期「※」   検討・基本方針決定「◆」  改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

   転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

上分小学校 

体育館 
2001 47 ◆      ※   

南小学校 

北校舎 
1980 47 ◆  ※       

南小学校 

南校舎 

1980 47 ◆  ※       

1982 47 ◆  ※       

南小学校 

南校舎給食室 
1980 41 

◆ 

※ 
         

南小学校 

体育館 
1980 47 ◆  ※       

川滝小学校 

校舎 

1989 47 ◆   ※      

1989 41 ◆  ※       

川滝小学校 

校舎給食室 
1989 41 ◆  ※       

川滝小学校 

体育館 
1989 47 ◆   ※      

川之江北中学校

北校舎 
1966 47 

◆

※ 
        

川之江北中学校

南校舎 
1966 47 

◆

※ 
        

川之江北中学校

体育館 
1966 47 

◆

※ 
        

川之江北中学校

給食棟 
1993 41 ◆   ※      

川之江北中学校

挌技場 
1977 34 

◆

※ 
        

川之江北中学校

技術室 
1988 34 ◆ ※        

川之江南中学校

北校舎 
1965 47 

◆

※ 
        

川之江南中学校 

南校舎 
1966 47 

◆

※ 
        

川之江南中学校

体育館 
1966 47 

◆

※ 
        

川之江南中学校

給食棟 
1993 41 ◆   ※      
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■川之江・新宮地域    

耐用年数満了期「※」   検討・基本方針決定「◆」  改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

   転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

川之江南中学校

挌技場 
1976 34 

◆

※ 
        

川之江南中学校

技術室 
2001 34 ◆   ※      

旧新宮小・中

学校校舎 
1965 47 

◆

※ 
       

 

 

旧新宮小・中

学校体育館 
1967 34 

◆

※ 
        

旧新宮小・中

学校技術室 
1966 34 

◆

※ 
        

新宮小・中学校 

校舎 
2016 22 ◆        

2016 年度改築済 

「※」は欄外 

新宮小・中学校 

校舎 給食室 
2016 20 ◆        

新宮小・中学校 

体育館 
2016 47 ◆        

 

 

 

■伊予三島地域 耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 
転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

松柏小学校 

北校舎（2 棟） 

1980 47 ◆  ※       

1980 47 ◆  ※       

松柏小学校 

中央校舎 
1980 47 ◆  ※       

松柏小学校 

南校舎 
2013 47 ◆        

2013 年度改築済 

「※」は欄外 

松柏小学校 

体育館 
1981 47 ◆  ※       

三島小学校 

東校舎（2 棟） 

1971 47 
◆

※ 
        

1971 47 
◆

※ 
        

三島小学校 

北校舎（2 棟） 
1978 47 ◆ ※        
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■伊予三島地域 耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 
転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

1978 47 ◆ ※        

三島小学校 

体育館 
1989 47 ◆   ※      

中曽根小学校

北校舎（2 棟） 

1975 47 ◆ ※        

1975 47 ◆ ※        

中曽根小学校

南校舎 

1975 47 ◆ ※        

1983 47 ◆   ※       

中曽根小学校

体育館 
1977 47 ◆ ※        

中之庄小学校

南校舎 
1973 47 

◆

※ 
        

中之庄小学校 

北校舎（4 棟） 

1979 47 ◆ ※        

1979 47 ◆ ※        

1983 47 ◆  ※       

1985 47 ◆   ※      

中之庄小学校

体育館 
1982 47 ◆  ※       

寒川小学校 

北校舎 

1978 47 ◆ ※        

1983 47 ◆  ※       

寒川小学校 

南校舎（2 棟） 

1978 47 ◆ ※        

1978 47 ◆ ※        

寒川小学校 

体育館 
1984 47 ◆  ※       

豊岡小学校 

北校舎（2 棟） 

1962 47 
◆

※ 
        

1962 47 
◆

※ 
        

豊岡小学校 

南校舎（2 棟） 
1981 47 ◆  ※       
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■伊予三島地域 耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 
転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

1981 47 ◆  ※       

豊岡小学校 

体育館 
1975 47 ◆ ※        

富郷小学校 

校舎 
1965 47 

◆

※ 
        

三島東中学校

校舎 
2006 47 ◆        

2006 年度改築済 
「※」は欄外  

三島東中学校

体育館 
2006 22 ◆        

2006 年度改築済 
「※」は欄外  

三島東中学校

柔剣道場 
1990 34 ◆ ※        

三島西中学校

北校舎 

1975 47 ◆ ※        

1976 47 ◆ ※        

三島西中学校

南校舎 
1976 47 ◆ ※        

三島西中学校

体育館 
1977 47 ◆ ※        

三島西中学校

管理棟 
1976 47 ◆ ※        

三島西中学校

セミナーハウス 
1976 47 ◆ ※        

三島西中学校

技術棟 
1976 34 

◆

※ 
        

三島西中学校

柔剣道場 
1991 34 ◆ ※        

三島南中学校 

北校舎 
2013 47 ◆        

2013 年度改築済 

「※」は欄外  

三島南中学校 
東校舎/ 南校舎 

1990 47 ◆    ※     

三島南中学校

体育館 
1988 47 ◆   ※      

三島南中学校

柔剣道場 
1992 34 ◆ ※        
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■土居地域  耐用年数満了期「※」   検討・基本方針決定「◆」  改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

      転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

長津小学校 

南校舎（2 棟） 

1968 47 
◆

※ 
        

1978 47 ◆ ※        

長津小学校 

北校舎 
1982 47 ◆  ※       

長津小学校 

多目的教室棟 
1984 34 

◆

※ 
        

長津小学校 

体育館 
1971 34 

◆

※ 
        

小富士小学校 

東校舎 
1965 47 

◆

※ 
        

小富士小学校

西校舎 
1980 47 ◆  ※       

小富士小学校

体育館 
1970 34 

◆

※ 
        

北小学校 

北校舎 
1967 47 

◆

※ 
        

北小学校 

南校舎 
1967 47 

◆

※ 
        

北小学校 

特別教室棟 
1994 47 ◆    ※     

北小学校 

体育館 
1968 34 

◆

※ 
        

土居小学校 

南校舎 
1971 47 

◆

※ 
        

土居小学校 

南校舎（2 棟） 
1971 47 

◆

※ 
        

土居小学校 

北校舎 
1992 47 ◆    ※     

土居小学校 

体育館 
1967 34 

◆

※ 
        

関川小学校 

北校舎 
1983 47 ◆  ※       

関川小学校 

南校舎 
1972 47 

◆

※ 
        

関川小学校 

体育館 
2012 47 ◆        

2012 年度改築済 

「※」は欄外 

土居中学校 

北校舎 
2002 47 ◆      ※   

土居中学校 

南校舎 
1995 47 ◆     ※    
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■土居地域  耐用年数満了期「※」   検討・基本方針決定「◆」  改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

      転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

土居中学校 

体育館 
2012 34 ◆     ※   2012 年度改築済 

土居中学校 

柔剣道場 
1983 34 

◆

※ 
        

土居中学校 

技術科教室棟

多目的ホール 

1991 47 ◆    ※     

土居中学校 

作法室棟 
1991 47 ◆    ※     

 

イ 給食センター 

【基本的な考え方】 

学校給食施設は、2015（平成 27）年 9 月に四国中央市学校給食施設整備基本構想を策定し、

本市における学校給食の目指す基本的な方針を「安全・安心な学校給食」「栄養バランスに配慮し

たおいしい学校給食」「食育の推進」と掲げ、施設整備や管理運営等の考え方をまとめました。 

その構想に掲げる学校給食センター建設計画の第一次計画（短期）では、地域間格差の解消を図

るため、伊予三島地域の小・中学校及び川之江・伊予三島地域の幼稚園へ給食を提供できる施設を、

人口密度の高い東部地区に東部学校給食センターを整備することが示されています。また、第二次

計画（中期）では、西部地区の人口減少を見据え、将来過大とならない施設として西部学校給食セ

ンターを整備することが示されています。 

なお、将来的に東部学校給食センターでは、川之江地域と三島東部地域を担当し、川之江地域の

自校方式を段階的にセンター方式に移行することが可能な施設とします。また、西部学校給食セン

ターは、土居地域と伊予三島西部地域を担当します。 

既にドライ方式で整備されている川之江小学校給食棟、土居学校給食センターは、当分の間は活

用し、整備の規模を抑える方向です。 

 

【施設ごとの方針】 耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

三島学校給食

センター調理場 
1977 31 

◆

※ 
       

2018 年度完成予定の

東部学校給食センター

に機能移転 

土居学校給食

センター調理場 
1995 31 ◆ ※        

☆東部学校給

食センター 
2018 31 ○        

2019.2 新築 

「※」は欄外 
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（５）子育て支援施設 

ア 幼稚園・保育園 

【基本的な考え方】 

幼稚園・保育園は、子どもの利益を第一に考え、質の高い教育・保育の提供を行うとともに、保

護者や地域の子育て力の向上に向けた支援を実施するため、市立の幼稚園・保育園の再編を進めな

がら、早急に施設の方向性の検討・方針決定を行います。 

再編の方向性について、2015（平成 27）年４月に策定された教育・保育施設再編計画では、

第１期計画（前期）期間中に見直す（教育・保育の量の見込み等の時点補正）とともに、以後5年

サイクルでローリング計画として維持し、環境の整ったものから実施する計画を示しています。 

また、幼児人口減少が見込まれる状況から、将来的には、市立幼稚園の役割やニーズを考慮し、

市立幼稚園としての存続または市立認定こども園への移行を検討します。 

 

【施設ごとの方針】 

■川之江・新宮地域 

耐用年数満了期「※」   検討・基本方針決定「◆」  改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

  転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

☆川之江認定

こども園 

2018  

2019 
38 ☆        

2019.１新築着工～

2020.3 新築完成予定 

「※」は欄外 

川之江保育園 1975 47 ▲ ※       

１期前期川之江認定こ

ども園に機能移転後、

解体予定 

川之江幼稚園 1992 47 
☆ 

▲ 
   ※    

１期前期改修後、川之

江認定こども園に機能

移転予定 

金生保育園 1990 47 ◆    ※     

上分保育園 1993 47 ◆    ※     

金田保育園 1993 47 ◆    ※     

川之江みなみ

幼稚園 
1954 22 

◆

※ 
       他園との再編を検討 

石川保育園 1992 47 ◆    ※    2016 年度末休園 

新宮幼稚園 1981 22 
◆

※ 
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■伊予三島地域  耐用年数満了期「※」   検討・基本方針決定「◆」  改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

 転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

松柏保育園 1987 47 ◆   ※      

三島東幼稚園 1988 34 ◆ ※        

中曽根保育園 2006 22 ◆  ※       

西保育園 1966 34 
◆

※ 
       他園との再編を検討 

寒川保育園 1974 34 
◆

※ 
        

三島南幼稚園 1978 34 
◆

※ 
        

豊岡保育園 1989 47 ◆   ※      

 

 

■土居地域 耐用年数満了期「※」   検討・基本方針決定「◆」  改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

 転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

☆土居東認定

こども園 

2017  

2018 
22 ○    ※    

2018.3 新築着工～

2019.3 新築完成  

長津保育園 1969 47 

◆ 

※ 

○ 

       

１期前期土居東認定こ

ども園に機能移転後、

解体予定 

土居東幼稚園 1978 47 ◆ ※        

小林保育園 1976 47 ◆ ※        

土居保育園 1977 47 
◆

○ 
※       

１期土 居 西 認 定

こども園（仮称）として

改修または建替え予定  

土居西幼稚園 1978 47 ◆ ※       2016 年度末休園 

北保育園 1975 47 ◆ ※         

北野保育園 1979 47 ◆ ※        
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イ 児童センター等 

【基本的な考え方】 

子どもの居場所づくりや子育て支援の機能を継続的に提供することができるよう、耐用年数満了

前に検討・方針を決め、設計施工を行います。 

 

【施設ごとの方針】 耐用年数満了期「※」 検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

 転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

川之江児童館 1977 50 ○  ※      

2018 年度川之江ふ

れあい交流センターに

機能移転し、2018 年

度末に解体 

みしま 

児童センター 
1987 50 ◆    ※     

土 居 こ ど も 館

（ 西 部 子 ど も

ホーム） 

1979 50 ◆  ※       

川之江小放課

後児童クラブ 
2017 22     

 ᴗ

※ 
    

 

 

（６）保健・福祉施設 

ア 高齢者・障がい者福祉施設等 

【基本的な考え方】 

養護老人ホーム敬寿園及び特別養護老人ホーム萬翠荘は、アウトソーシング計画を推進するため、

高齢者福祉施設に係る報告書及び公立特別養護老人ホーム民営化等基本指針に基づき、2017（平

成 29）年 4 月に民間へ移譲しました。なお、養護老人ホーム敬寿園は、耐震性が不足しており、

また、老朽化が著しいことから、移譲先では使用が不可能であるため解体を検討します。 

 

高齢者の憩いの場としては、伊予三島地域の老人福祉センターと土居地域の老人憩いの家があり、

市内の60歳以上の方を対象とし、健康の増進、教養の向上及びレクリエーション等の場を提供し

ていますが、当施設は、今後も、高齢化社会の進展に伴い、介護予防施設として一定の需要が見込

まれる施設です。ただし、その中の入浴施設は、民間が行う同種の事業による代替が可能なものと

して、将来的にはすべて休止または閉鎖することが適当と思われますが、今後到来する超高齢化社

会において、これらの施設の機能強化が求められる可能性があることから、さまざまな状況を勘案

して柔軟に対応していきます。なお、川之江地域の老人憩いの家は、平成30年度に川之江ふれあ

い交流センターへ機能を集約しました。その他の老人憩いの家についても、老朽化の状況を勘案し

ながら、周辺のコミュニティ施設との複合化等により機能の確保を図ります。 

 

老人つどいの家（川之江地域のみに設置）及び新宮地域に設置されている西庄老人憩いの家は、

高齢者に対する教養の向上及びレクリエーションの場を提供し、心身の健康増進に資することを目
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的とした施設であり、施設の修繕費及び光熱水費等の維持経費を市が負担し、地元老人クラブが管

理を行っています。当施設は、集会所等と隣接しているものが多いことから、幅広い年齢層との交

流を図るためにも、近隣のコミュニティ施設への機能移転を検討していきます。 

 

子ども若者発達支援センター（パレット）は、発達支援室、みしま親子ホーム、かわのえ通園ホー

ム等を集約し、障がいの有無にかかわらず、それぞれが有する特性により、日常・社会生活を送る

上で何らかの困りごとがある子ども若者の相談支援のワンストップ化と、幼児期から社会参加に至

るまでの一貫した支援を行うことを目的とした施設で、2016（平成 28）年度に建設しました。 

今後は、当該施設と西部子どもホーム（旧どい子どもホーム）の市内東西２施設体制で支援機能

を充実していくため、適切な維持管理と計画的な改修により長寿命化を図っていきます。 

 

障害者支援施設・障害児入所施設太陽の家は、土砂災害警戒区域内に建設されていることや成人

部・児童部の定数見直し及び 1 人当たりの居室空間が、基準に適合していないなどの問題を抱え

ていることから、将来的には建替えを検討します。また、障害者総合支援法では、施設入所から地

域移行への方針が示されていることから、グループホーム等の建設も検討していきます。 

 

土居福祉センターは、現在、四国中央市社会福祉協議会土居支所事務所として無償貸与している

ことから、今後は施設のランニングコスト等を考慮し、四国中央市社会福祉協議会へ譲渡する方向

で検討を行います。 

 

新宮高齢者生活福祉センターは、2003（平成15）年度に建設され、１階でデイサービス事業、

２階で居住事業（生活支援ハウス事業）を実施しており、概ね65歳以上で、介護認定において「自

立」または「要支援」と認定された高齢者等の生活支援及び保健や福祉の増進を図ることを目的と

した施設です。居住事業は、最大の入所者数が６名に対し、運営・維持経費が多額であり、今後は、

事業の必要性や効率性を再度検討していきますが、施設が新しく、国庫補助を活用した建設である

ため、当面は利用促進を図りながら、長期的には検証結果を元に、診療所部分も含めた全施設の管

理方法及び一部用途変更を検討します。 

 

【施設ごとの方針】 耐用年数満了期「※」 検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

養護老人 

ホーム敬寿園 
1969 22 

◆ 

※ 
       2017 年度民間移譲 

老人福祉センター 

（伊予三島地域） 
1975 50 

◆ 

〇 
※       2017 年度改修済 

土居老人 

憩いの家 
1974 47 

◆ 

※ 
       2000 年度改修済 

老人つどいの家

（14 件） 
－ － ◆         
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【施設ごとの方針】 耐用年数満了期「※」 検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

子ども若者発

達支援センター

（パレット） 

2016 50 ☆        
2017.3 新築 

「※」は欄外 

太陽の家 1986 47 ◆   ※      

土居福祉 

センター 
1974 50 ◆ ※        

新宮高齢者生

活福祉センター 
2003 47 ◆      ※   

 

イ 保健施設 

【基本的な考え方】 

保健センターは、地域保健法に基づく施設として、合併前の旧市町村単位に設置されており、これま

で統合または用途廃止に向けての検討を重ねてきました。 

その結果、川之江、土居、新宮の保健センターの業務を、四国中央市保健センターに集約し、申請、

相談窓口を各市民窓口センターに設置しました。川之江、土居、新宮の保健センターについては、用途

廃止しています。 

用途廃止後、川之江・土居保健センターについては再利用されておりますが、新宮保健センターにつ

いては、土砂災害警戒区域にあることから再利用等はできないと考えられるため、将来的には取り壊し

も検討していく必要があります。 

なお、業務を集約した四国中央市保健センターは、施設設備の整備に努め、今後は状況に応じて施設

の建替え等必要な措置を行います。 

 

【施設ごとの方針】  耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

   転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

四国中央市 

保健センター 
1998 50 ◆      ※   

川之江 

保健センター 
1993 50 ◆     ※   

2017 年度用途廃止 
新宮 

保健センター 
1986 50 ◆   ※     
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（７）医療施設 

ア 医療施設 

【基本的な考え方】 

急患医療センターは、夜間の救急患者の応急施設としての重要な役割を担っていますが、初期救

急体制の拡充と二次救急医療体制への負担軽減を目指し、2011（平成23）年度に老朽化が著し

かった同センターを新築し、利用者数は増加しています。今後は、機能を十分に活用するため、状

況に応じた施設の再編を検討していきます。 

 

国民健康保険新宮診療所は、2003（平成 15）年度に有床診療所（12 床）として建替えまし

たが、看護師の確保が困難となり、2008（平成20）年度から入院を休止し、2013（平成25）

年度には病床廃止が決定となりました。その後利活用について検討してきましたが、決定した事項

はまだありません。今後も検討を継続します。 

 

【施設ごとの方針  耐用年数満了期「※」 検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

 転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

急患医療センター 2011 24 ◆   ※      

国民健康保険

新宮診療所 
2003 50 ◆       ※  

 

 

（８）行政系施設等（新庁舎及び関連公共建築物等） 

ア 庁舎等 

【基本的な考え方】 

庁舎は、2018（平成30）年度に新築し、分庁方式から本庁方式に移行しました。 

それに伴い、土居庁舎は、土居窓口センターに名称変更し、今後は、現状の業務を継続するため

施設の長寿命化を図ります。また、新宮庁舎についても、新宮窓口センターに名称変更し、当面の

間は当該施設で業務を継続しますが、将来的には、窓口機能を新宮診療所付近へ移転し、施設は解

体します。なお、旧本庁舎の跡地は、立体駐車場として整備します。 

 

本庁舎第2別館は、市関係団体への貸し付けを行い活用します。 

 

福祉会館の一部は、愛媛県四国中央庁舎機能の移転先としての活用を検討していきます。 
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【施設ごとの方針】 耐用年数満了期「※」 検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

庁舎 
2016～ 

2019 
50 ☆        

2018 年度新築済 

 「※」は欄外 

庁舎 

第２別館 
2004 38 ◆     ※    

福祉会館 1990 50 ◆    ※     

土居窓口セン

ター 
1984 50 ◆   ※      

土居ネット 

ワークセンター 
1993 50 ◆     ※    

新宮窓口セン

ター 
1975 50 ◆ ※        

農業振興セン

ター 
2014 50         

2014 年度新築済 

「※」は欄外 

 

イ 消防施設 

【基本的な考え方】 

消防施設は、施設の老朽化等により、2013（平成25）年３月に新宮分遣所を移転新築し、また、

2015（平成27）年３月には、防災力の強化や行政機能の適正配置等を目的とし、消防本部・消防

署、消防団本部を統合した消防防災センターを市民会館三島会館跡地に新築して防災力の向上を

図っています。今後、東分署、西分署、嶺南分遣所は、人員配置等による消防力の強化や救急車等の

効率的運用等を考慮し、再編を検討します。 

消防団の現在の状況は、若手消防団員の減少などにより活動維持が厳しい地域が見られるが、消

防団員は、住民に対する防災の指導的役割を担い、また、大規模災害時に迅速な対応が求められて

いることなど、地域防災の中核的な存在であることから、各所に点在する消防団詰所は、組織の見

直し等により、車両及び人員を維持するとともに、地域における防災活動に迅速に対応するため、

現在の詰所を統合するなど地域防災力の強化ができるよう検討していきます。 

また、川之江庁舎の解体に伴い、2017（平成29）年に職員会館を改修し、消防団川之江方面隊

本部を移転しました。 

 

【施設ごとの方針】 耐用年数満了期「※」 検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

 転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

消防防災セン

ター庁舎 
2015 50         

2015 年度新築済 

「※」は欄外 消防防災セン

ター主訓練塔 
2015 50         
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【施設ごとの方針】 耐用年数満了期「※」 検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

 転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

消防防災セン

ター副訓練塔 
2015 50         

東分署 1998 50 ◆      ※   

西分署 2010 38 ◆      ※   

嶺南分遣所 1982 50 ◆   ※      

新宮分遣所 2013 50         
2013 年度新築済 

「※」は欄外 

消防団伊予三島

方面隊本部庁舎 
1998 50 ◆      ※   

消防団川之江

方面隊本部庁舎 
1988 50 ☆    ※    

2017 年度「職員会

館」を改修済 

消防団詰所等 

（詰所75 件） 

（水防倉庫12 件） 

－ － 
◆ 

※ 
      

 
 

 

 

（９）公営住宅 

ア 公営住宅 

【基本的な考え方】 

市営住宅は、53 団地、2,493 戸あり、県内では、松山市、今治市に次いで 3 番目の戸数を所

有していますが、1960年から1980年代（昭和40年から昭和50年代）にかけて建設された

施設が大部分であるため、既存の市営住宅を長期的に活用していくことを目的に、2012（平成24）

年3月、四国中央市市営住宅長寿命化計画を策定し、10年間の計画として維持修繕を中心に事業

を進めています。 

また、2018（平成３0）年3月には四国中央市住宅マスタープランを策定し、今後は当該プラ

ンにおいて示された供給目標管理戸数を基に、適正な維持管理に努めていきます。 

 

【施設ごとの方針】 

■川之江・新宮地域 耐用年数満了期「※」 検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

西新町団地 

（10 棟 10 戸） 
1955 22 

◆

※ 
        

西新町団地 

（5 棟 20 戸） 
1960 38 

◆

※ 
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■川之江・新宮地域 耐用年数満了期「※」 検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

西新町団地 

（4 棟 20 戸） 
1961 38 

◆

※ 
        

西新町団地 

（5 棟 24 戸） 
1962 38 

◆

※ 
        

西新町団地 

（5 棟 24 戸） 
1963 38 

◆

※ 
        

西新町団地 

（5 棟 24 戸） 
1964 38 

◆

※ 
        

西新町団地 

（6 棟 24 戸） 
1965 38 

◆

※ 
        

港通りアパート

（1 棟 24 戸） 
1953 47 

▲

※ 
       

2019 年度中に 

用途廃止予定 

鉄砲町住宅 

（1 棟１戸） 
1955 38 

◆

※ 
        

東町住宅 

（1 棟 18 戸） 
1977 47 ◆ ※       2011 年度改修済 

城北団地 

（1 棟 16 戸） 
1986 47 

◆

☆ 
  ※     1 期前期改修予定 

城北団地 

（1 棟 16 戸） 
1987 47 

◆

☆ 
  ※     1 期前期改修予定 

川原田団地
（12 棟 50 戸） 

1966 38 
◆

※ 
        

川原田団地
（11 棟 50 戸） 

1967 38 
◆

※ 
        

川原田団地 

（1 棟 24 戸） 
1968 47 

◆

※ 
        

川原田団地 

（6 棟 26 戸） 
1968 38 

◆

※ 
        

川原田団地 

（1 棟 24 戸） 
1969 47 

◆

※ 
        

川原田団地 

（5 棟 26 戸） 
1969 38 

◆

※ 
        

川原田団地 

（1 棟 24 戸） 
1970 47 

◆

※ 
        

川原田団地 

（5 棟 26 戸） 
1970 38 

◆

※ 
        

川原田団地 

（5 棟 20 戸） 
1971 38 

◆

※ 
        

城ヶ谷団地 

（1 棟 16 戸） 
1979 47 

◆ 

☆ 
※       2017 年度改修済 

城ヶ谷団地 

（1 棟 16 戸） 
1980 47 

◆

☆ 
 ※      

2018.08 改修着工～ 

2018.12 改修済 
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■川之江・新宮地域 耐用年数満了期「※」 検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

城ヶ谷団地 

（1 棟 24 戸） 
1981 47 ◆  ※      2016 年度改修済 

城ヶ谷団地 

（1 棟 16 戸） 
1982 47 

◆

☆ 
 ※      1 期前期改修予定 

城ヶ谷団地 

（1 棟 16 戸） 
1983 47 

◆

☆ 
 ※      1 期前期改修予定 

城ヶ谷団地 

（1 棟 16 戸） 
1984 47 

◆

☆ 
 ※      1 期前期改修予定 

城ヶ谷団地 

（1 棟 16 戸） 
1985 47 

◆

☆ 
  ※     1 期前期改修予定 

切山住宅 

（1 棟 1 戸） 
1956 22 

◆

※ 
        

北新団地 

（1 棟 16 戸） 
1991 47 ◆ ☆   ※    1 期後期改修予定 

中之町住宅 

（7 棟 14 戸） 
1978 38 

◆ 

※ 
       2013 年度改修済 

中之町住宅 

（3 棟 6 戸） 
1979 38 

◆ 

※ 
       2013 年度改修済 

山口団地 

（2 棟 32 戸） 
1988 47 ◆ ☆  ※     1 期後期改修予定 

南ヶ丘団地 

（1 棟 16 戸） 
1998 47 ◆   ☆  ※   2 期後期改修予定 

南ヶ丘団地 

（1 棟 16 戸） 
1999 47 ◆   ☆  ※   2 期後期改修予定 

飼谷団地 

（1 棟 16 戸） 
1993 47 ◆  ☆  ※    2 期前期改修予定 

飼谷団地 

（1 棟 16 戸） 
1994 47 ◆  ☆  ※    2 期前期改修予定 

南部第 1 団地 

（1 棟 24 戸） 
1972 47 

◆ 

※ 
       2011 年度改修済 

南部第 1 団地 

（4 棟 26 戸） 
1972 38 

◆ 

※ 
       2011 年度改修済 

南部第 1 団地 

（2 棟 48 戸） 
1973 47 

◆ 

※ 
       2013 年度改修済 

南部第 1 団地 

（2 棟 10 戸） 
1973 38 

◆ 

※ 
       2011 年度改修済 

南部第 1 団地 

（2 棟 48 戸） 
1974 47 

◆ 

※ 
       2014 年度改修済 

南部第 1 団地 

（1 棟 6 戸） 
1974 38 

◆ 

※ 
       2011 年度改修済 

南部第 1 団地 

（2 棟 48 戸） 
1975 47 ◆ ※       

2015,2016 年度改修

済 
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■川之江・新宮地域 耐用年数満了期「※」 検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

南部第 1 団地 

（4 棟 88 戸） 
1976 47 ◆ ※       2014 年度改修済 

南部第 1 団地 

（1 棟 2 戸） 
1976 38 

◆ 

※ 
       2012 年度改修済 

南部第 1 団地 

（1 棟 24 戸） 
1978 47 ◆ ※       2016 年度改修済 

大野団地 

（1 棟 16 戸） 
1992 47 ◆  ☆  ※    2 期前期改修予定 

石川団地 

（1 棟 16 戸） 
1990 47 ◆ ☆   ※    1 期後期改修予定 

大北ハイツ 

（1 棟 5 戸） 
1991 38 ◆ ☆ ※      1 期後期改修予定 

大北住宅 

（1 棟 3 戸） 
1972 38 

◆

※ 
        

神子屋敷住宅 

（1 棟 4 戸） 
1976 38 

◆

※ 
        

黒田団地 

（1 棟 6 戸） 
1981 38 

◆ 

※ 
       2014 年度改修済 

黒田団地 

（1 棟 6 戸） 
1982 38 

◆

※ 

☆ 

       1 期前期改修予定 

清水住宅 

（1 棟 6 戸） 
1998 47 ◆   ☆  ※   2 期後期改修予定 

長瀬住宅 

（1 棟 5 戸） 
1993 47 ◆   ☆ ※    2 期後期改修予定 

長瀬団地 

（1 棟 8 戸） 
1999 47 ◆    ☆ ※   3 期前期改修予定 

大窪住宅 

（1 棟 4 戸） 
1986 47 ◆ ☆  ※     1 期後期改修予定 

中村住宅 

（3 棟 3 戸） 
1960 22 

◆

※ 

▲ 

       
1 期後期までに 

用途廃止予定 

寺内団地 

（1 棟 3 戸） 
1994 47 ◆   ☆ ※    2 期後期改修予定 

 

■伊予三島地域 耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

 転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

下柏団地 

（4 棟 15 戸） 
1958 38 

◆

※ 
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■伊予三島地域 耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

 転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

村松団地 

（1 棟 16 戸） 
1986 47 ◆   ※     2015 年度改修済 

大塚団地 

（1 棟 16 戸） 
1991 47 ◆ ☆   ※    1 期後期改修予定 

大塚団地 

（1 棟 16 戸） 
1992 47 ◆  ☆  ※    2 期前期改修予定 

大塚団地 

（1 棟 8 戸） 
1993 47 ◆  ☆  ※    2 期前期改修予定 

大塚団地 

（1 棟 35 戸） 
1995 47 ◆  ☆   ※   2 期前期改修予定 

俵木住宅 

（1 棟 1 戸） 
1955 22 

◆

※ 
        

八幡住宅 

（6 棟 13 戸） 
1986 47 ◆   ※     2014 年度改修済 

八幡住宅 

（5 棟 11 戸） 
1987 47 ◆   ※     2015 年度改修済 

立石住宅 

（3 棟 7 戸） 
1986 47 ◆   ※     2014 年度改修済 

立石住宅 

（4 棟 9 戸） 
1987 47 ◆   ※     2015 年度改修済 

金子 1 種団地 

（3 棟 8 戸） 
1956 38 

◆

※ 
        

金子南団地 

（1 棟 16 戸） 
1985 47 ◆ ☆  ※     １期後期改修予定 

金子南団地 

（1 棟 16 戸） 
1988 47 ◆ ☆  ※     １期後期改修予定 

中之庄団地 

（5 棟 18 戸） 
1962 38 

◆

※ 
        

中之庄団地

（11 棟 22 戸） 
1962 22 

◆

※ 
        

中之庄団地

（10 棟 40 戸） 
1963 38 

◆

※ 
        

中之庄団地 

（9 棟 40 戸） 
1964 38 

◆

※ 
        

中之庄団地 

（1 棟 16 戸） 
1965 47 

◆

※ 
        

中之庄団地 

（4 棟 15 戸） 
1965 38 

◆

※ 
        

中之庄団地 

（6 棟 24 戸） 
1966 38 

◆

※ 
        

中之庄団地 

（6 棟 23 戸） 
1967 38 

◆

※ 
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■伊予三島地域 耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

 転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

中之庄団地 

（1 棟 16 戸） 
1968 47 

◆

※ 
        

中之庄団地 

（9 棟 41 戸） 
1968 38 

◆

※ 
        

中之庄団地

（12 棟 60 戸） 
1969 38 

◆

※ 
        

中之庄団地 

（1 棟 16 戸） 
1970 47 

◆

※ 
        

中之庄団地 

（5 棟 24 戸） 
1970 38 

◆

※ 
        

中之庄団地 

（1 棟 16 戸） 
1971 47 

◆

※ 
        

中之庄団地 

（4 棟 24 戸） 
1971 38 

◆

※ 
        

中之庄団地 

（6 棟 40 戸） 
1972 38 

◆

※ 
        

中之庄団地 

（2 棟 14 戸） 
1973 38 

◆

※ 
        

宮北団地 

（4 棟 20 戸） 
1957 38 

◆

※ 
        

宮北団地 

（4 棟 20 戸） 
1958 38 

◆

※ 
        

宮北団地 

（4 棟 18 戸） 
1959 38 

◆

※ 
        

山田団地 

（1 棟 24 戸） 
1974 47 

◆ 

※ 
       2010 年度改修済 

山田団地 

（6 棟 36 戸） 
1974 38 

◆ 

※ 
       2011 年度改修済 

山田団地 

（2 棟 32 戸） 
1975 47 ◆ ※       2012 年度改修済 

山田団地 

（1 棟 5 戸） 
1975 38 

◆ 

※ 
       2012 年度改修済 

山田団地 

（2 棟 40 戸） 
1976 47 ◆ ※       2012 年度改修済 

山田団地 

（3 棟 15 戸） 
1976 38 

◆ 

※ 
       2012 年度改修済 

山田団地 

（2 棟 48 戸） 
1977 47 ◆ ※       2014 年度改修済 

山田団地 

（2 棟 16 戸） 
1978 47 ◆ ※       2013 年度改修済 

山田団地 

（1 棟 24 戸） 
1979 47 ◆ ※       2015 年度改修済 
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■伊予三島地域 耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」

 転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

山田団地 

（1 棟 16 戸） 
1980 47 ◆  ※      2016 年度改修済 

山田団地 

（1 棟 16 戸） 
1981 47 

◆

☆ 
 ※      

2018.11 改修着工～ 

2019.02 改修済 

山田団地 

（1 棟 5 戸） 
1981 38 

◆ 

※ 

☆ 

       2017 年度改修済 

山田団地 

（1 棟 24 戸） 
1982 47 

◆

☆ 
 ※      １期前期改修予定 

具定団地 

（2 棟 16 戸） 
1955 38 

◆

※ 
        

入野団地 

（4 棟 18 戸） 
1955 38 

◆

※ 
        

入野東団地 

（2 棟 12 戸） 
1982 38 

◆

※ 
        

豊岡団地 

（2 棟 10 戸） 
1967 38 

◆

※ 
        

 

■土居地域  耐用年数満了期「※」   検討・基本方針決定「◆」  改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

 転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

東宮住宅 

（7 棟 14 戸） 
1973 38 

◆

※ 
        

東宮住宅 

（5 棟 10 戸） 
1974 38 

◆ 

※ 
       2012 年度改修済 

東宮住宅 

（8 棟 16 戸） 
1975 38 

◆ 

※ 
       2012 年度改修済 

東宮住宅 

（5 棟 10 戸） 
1976 38 

◆ 

※ 
       2013 年度改修済 

東宮住宅 

（6 棟 12 戸） 
1977 38 

◆ 

※ 
       2013 年度改修済 

東宮住宅 

（3 棟 6 戸） 
1978 38 

◆ 

※ 
       2014 年度改修済 

東宮住宅 

（5 棟 10 戸） 
1979 38 

◆ 

※ 
       2014 年度改修済 

樋の口住宅 

（5 棟 10 戸） 
1974 38 

◆ 

※ 
       2012 年度改修済 

樋の口住宅 

（5 棟 10 戸） 
1975 38 

◆ 

※ 
       2012 年度改修済 
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■土居地域  耐用年数満了期「※」   検討・基本方針決定「◆」  改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 
 転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

樋の口住宅 

（5 棟 10 戸） 
1977 38 

◆ 

※ 
       2012 年度改修済 

樋の口住宅 

（5 棟 10 戸） 
1978 38 

◆ 

※ 
       2013 年度改修済 

樋の口住宅 

（3 棟 6 戸） 
1981 38 

◆ 

※ 
       2014 年度改修済 

梅ヶ町住宅 

（1 棟 2 戸） 
1977 38 

◆ 

※ 
       2012 年度改修済 

梅ヶ町住宅 

（1 棟 2 戸） 
1978 38 

◆ 

※ 
       2012 年度改修済 

小林団地 

（2 棟 10 戸） 
1970 38 

◆

※ 
        

下原団地 

（3 棟 15 戸） 
1972 38 

◆

※ 
        

下原団地 

（4 棟 20 戸） 
1973 38 

◆

※ 
        

小林団地 

（3 棟 16 戸） 
1971 38 

◆

※ 
        

東天満住宅

（10 棟 20 戸） 
1977 38 

◆ 

※ 
       2013 年度改修済 

東天満住宅 

（5 棟 10 戸） 
1979 38 

◆ 

※ 
       2015 年度改修済 

東天満住宅 

（5 棟 10 戸） 
2006 22 ◆  ※  ☆    3 期前期改修予定 

朝日野団地 

（2 棟 10 戸） 
1978 38 

◆ 

※ 
       2013 年度改修済 

朝日野団地 

（2 棟 10 戸） 
1979 38 

◆ 

※ 
       2013 年度改修済 

朝日野団地 

（2 棟 10 戸） 
1980 38 

◆ 

※ 
       2014 年度改修済 

上北野団地 

（2 棟 10 戸） 
1975 38 

◆

※ 
        

上北野団地 

（2 棟 10 戸） 
1976 38 

◆ 

※ 
       2013 年度改修済 

上北野団地 

（2 棟 10 戸） 
1977 38 

◆ 

※ 
       2013 年度改修済 
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（10）供給処理施設 

ア ごみ焼却施設・リサイクル施設 

【基本的な考え方】 

クリーンセンターは、焼却施設とリサイクル施設の２施設に分けて運営していますが、2012

（平成24）年度から3年間かけて焼却施設の改修を行ったことにより、焼却炉が十数年使用可

能となりました。また、2015・2016（平成27・28）年度には、リサイクル施設の長寿命化

も実施し、今後、２施設ともに、更新時期まで稼動できるよう整備を行っていきます。 

 

【施設ごとの方針】  耐用年数満了期「※」 検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

クリーンセンター

（リサイクルプラザ） 
1996 31 

◆ 

☆ 
☆ 

※ 

☆ 
☆  ☆    

クリーンセンター

（ごみ焼却場） 
1999 38 

◆ 

☆ 
☆ ☆  

※ 

☆ 
 ☆ ☆  

 

イ 火葬場 

【基本的な考え方】 

火葬場は、新宮火葬場を2012（平成24）年に廃止し、現在、川之江斎苑、伊予三島斎場、土

居斎苑の3施設で10基の火葬炉を稼動しています。将来人口推計では、今後到来する超高齢社

会により、死亡者数は増加すると予測され、現状の炉数が必要であることから、当面の間は、3施

設とも長寿命化を行い、本市の人口動態や社会情勢、経済情勢を勘案しながら、必要炉数の減少に

応じて順次廃止を検討します。 

 

【施設ごとの方針】 耐用年数満了期「※」 検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

       転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

川之江斎苑 1995 50 
◆ 

☆ 
  ☆ ☆ 

※ 

☆ 
   

伊予三島斎場 1989 50 
◆ 

☆ 
  ☆ 

※ 

☆ 
    

土居斎苑 2005 50 
◆ 

☆ 
☆ ☆  ☆ ☆  

※ 

☆ 
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ウ し尿処理施設 

【基本的な考え方】 

し尿処理施設は、アイ・クリーン、伊予三島清掃センター、エコトピアひうちの 3施設があ

り、アイ・クリーン及びエコトピアひうちは、下水道普及率や地域事情等を勘案しながら、個別

施設計画に基づき長寿命化や下水処理場での汚泥処理の共同化等を検討します。 

また、伊予三島清掃センターは、2015（平成27）年１月から稼動を休止していますが、災

害の発生時や稼働中の施設が故障した場合の緊急措置施設として維持しながらも、他の２施設の

整備方針と併せて中期的に廃止する方向で検討します。 

 

【施設ごとの方針】 耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

 転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

伊予三島清掃

センター 
1983 38 

◆

※ 
   ▲     

アイ・クリーン 

（川之江町） 
1993 38 

◆ 

☆ 
☆ 

※ 

☆ 
☆ ☆ ☆  ☆  

エコトピアひうち 

（土居町） 
2000 38 

◆ 

☆ 
☆ ☆ ☆ 

※ 

☆ 
  ☆  

 

 

（11）その他施設 

ア その他施設 

【基本的な考え方】 

中田井浄水場は、2015（平成27）年3月から約4年半をかけ、老朽化した施設を更新整備す

るとともに、2016（平成28）年4月から18年間の維持管理を包括的に実施するDBO方式を

採用する民間事業者と 19 年 1 か月の契約を締結し、設計、建設、維持管理・運営を行っていき

ます。 

また、2019 年 9 月末の完成を目標とした更新整備の中で、水道局庁舎を中田井浄水場の敷地

内に移転新築し、管路・施設管理の一元化を図るとともに、水道局災害対策支部としての機能を強

化していきます。なお、現庁舎は、新庁舎建設後、有償譲渡または、耐震性を解決した後に有償貸

付する予定です。 

 

自治会館（旧宇摩広域市町村圏組合事務所）は、現在、入居している団体が移転した後、2019

年度以降に解体を予定しています。 

 

農村環境改善センターは、平成28年度に耐震改修して長寿命化を図りましたが、現在の利用形

態は、体育施設としての利用が大半を占めているため、将来的には用途変更を検討する必要があり

ます。 

林業研修センター（富郷町）は、補修を施しながら今後の方針を定めていきますが、排水機場は、

施設の老朽化が著しいため、改修による長寿命化が必要です。 
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豊岡創作館は、現在、地元の集会所の役割を果たしているため、今後は地元への譲渡を検討しま

す。 

江之元第1・2コミュニティ住宅は、1995（平成７）年度に定められた江之元地区密集住宅市

街地整備促進事業整備計画を推進するための施設ですが、当事業が 2024 年度には概ね完了する

と見込まれており、その後は、一般的な市営住宅と同様の施設として取り扱います。事業完了後の

方向性については、市営住宅の維持修繕に関する計画の中で一体的に検討します。 

 

川之江浄化センター及び三島浄化センターは、市民生活に密接した施設であることから、必要に

応じて劣化診断や耐震診断を行い、建築・土木構造物や各設備の耐用年数を考慮し、施設の長寿命

化を図っていきます。また、将来的には川之江浄化センターをポンプ場とし、三島浄化センターに

集約する計画です。 

 

港湾上屋は、川之江地区 6 棟、三島地区 12棟、寒川地区 2棟あり、それぞれ使用料を徴収し

て民間企業に貸し付けていますが、そのうち、三島地区の紙屋5号上屋は、港湾庁舎として1979

（昭和54）年に県有地に建設された１階倉庫、2・3階事務所で構成された施設です。 

今後、2017（平成２９）年度に策定した港湾上屋維持管理計画に基づき、老朽化が進んでいる

上屋については、利用者への意向調査等を実施し、施設の長寿命化や施設の更新時期を決定してい

きます。2019年度は、港湾庁舎新築予定地である紙屋3号上屋を廃止予定です。 

 

新宮診療所医師住宅は、遠方から診療所に赴任する医師の住居として平成15年度に新築された 

住宅です。現在は市内在住の医師が赴任しているため住宅は使用されておりませんが、今後医師が 

交代する可能性は充分にあるものの、入居の見込みが無いため、耐用年数満了後は廃止の予定です。 

新宮診療所歯科医師住宅は、遠方から診療所に赴任する歯科医師の住居として平成１６年度に新 

築された住宅です。入居していた歯科医師が平成２９年度で退職したことから、新たに歯科医師会 

に診療をお願いしていますが、住宅は使用しておりません。今後も入居予定が無いため将来的には 

廃止の予定です。 

 

【施設ごとの方針】 耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

            転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

浄水場管理本館 1992 50 ◆     ※    

☆中田井浄水場 
2014～

2019 
50 ☆        

2015.3 新築着工～、

2019.9 新 築 予 定 。 

「※」は欄外 

水道局東庁舎 1975 50 ◆ ※        

水道局西庁舎 1979 50 ◆  ※       
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【施設ごとの方針】 耐用年数満了期「※」  検討・基本方針決定「◆」 改築・新築・長寿命化等大規模改修「☆」 

            転用・管理主体変更「●」  集約・複合「△」   廃止・処分「▲」 

施設名 

建 

築 

年 

度 

耐

用

年

数 

1 期 
2017～2026 

2 期 
2027～2036 

3 期 
2037～2046 

4 期 
2047～2056 

再編の方向性 
前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

自治会館 

（三島中央） 
1963 38 

◆

※ 
▲       １期後期に解体予定 

農村環境改善

センター（土居町） 
1981 50 ◆   ※ ▲     

林業研修セン

ター（富郷町） 
1980 50 ◆  ※       

豊岡創作館 1978 50 ◆  
※ 

● 
      

江之元第 1 

コミュニティ住宅 
2002 47   ◆    ※  

市営住宅の維持修繕

に関する計画の中で一

体的に検討する 

江之元第 2 

コミュニティ住

宅（Ａ棟・Ｂ棟） 

2011 22   ◆ ※     

市営住宅の維持修繕

に関する計画の中で一

体的に検討する 

江之元第 2 

コミュニティ 

住宅（Ｃ棟） 

2015 22   ◆  ※    

市営住宅の維持修繕

に関する計画の中で一

体的に検討する 

三島浄化 

センター 
1979 50 ◆  ※     ☆  

川之江浄化 

センター 
1977 50 ◆  ※     △  

涼川住宅 

（金田町） 
1989 47 ◆   ※      

旧西庄小学校

校舎（新宮町） 
1948 22 

◆

※ 
        

蕪崎排水機場 1996 38 
◆ 

☆ 
  ※     

個別施設計画に基づき

2018 年度から改修予定 

藤原排水機場 1995 38 ◆   ※      

八日市排水機場 1998 38 ◆   ※      

☆港湾庁舎 1979 47 
◆ 

☆ 
※       

個別施設計画に基づ

き１期前期に新築予定 

港湾上屋 

（20 棟） 
－ － 

◆

※ 

▲ 

☆ ☆ ☆     

個別施設計画に基づ

き各棟新築・長寿命化

予定 

旧川之江高校

校長住宅 
1964 ２２ 

◆

※ 

○ 

       

2018 年度解体予定。跡

地は川之江認定こども園

駐車場として活用予定 

新宮診療所 

医師住宅 
2003 22 ◆ 

※ 

▲ 
       

新宮診療所 

歯科医師住宅 
2004 22 

◆ 

▲ 
※        
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■ インフラ資産について 

インフラ資産は、基本的には、国の定めた「インフラ長寿命化基本計画」（2013（平成 25）

年11月）の行動計画として、個別施設の長寿命化計画を定め、安心・安全の確保と経費の縮減を

進めます。 

 

（１）道路・橋りょう施設 

ア 橋りょう 

① 現状 

道路橋（橋長2ｍ以上）は、2013（平成25）年度末時点で613橋ありますが、これらの

橋りょうは、橋りょうの状態を客観的に把握・評価し、中・長期的な観点から長寿命化を図り、

計画的かつ効率的な管理を行う必要があります。 

② 維持管理と更新状況 

本市では、従来の事後的な橋りょう管理から計画的かつ効率的な予防管理へ転換し、長寿命

化により修繕等のコストの縮減を図るとともに、地域の道路網の安全性・信頼性を確保するた

め、2014（平成26）年３月、四国中央市橋梁長寿命化修繕計画を策定し、木橋等の簡易な

橋りょうを除く590橋を対象とした修繕を計画しています。 

③ 今後の整備計画 

四国中央市橋梁長寿命化修繕計画の対象となる590橋について、今後50年間の事業費推

計を比較すると、従来の事後保全型が66億円を要するに対し、予防保全型が42億円となる

ため、今後も予防保全に努めていきます。 

 

イ 市道・トンネル等 

① 現状 

市道は、総延長 1,05３km（未舗装分 23１ｋｍ・トンネル 5 箇所）で、付設する街路灯も

483 基ありますが、施設の老朽化や舗装の劣化が顕著となってから対応する対症療法的な方

策を取ってきました。しかしながら、昨今、補修や修繕の件数が年々増加し、費用の確保が困

難な状況になっていることから、施設の損傷度合を適切に把握し、長寿命化計画や、効率的な

維持修繕計画を策定することにより、維持管理のコストを低減・平準化する予防保全的な方策

であるアセットマネジメントの導入が重要となっています。 

②  維持管理と更新状況 

市道のうち、重要路線として位置づけた約 400km については、路面の劣化の程度を診断

する路面性状調査を行っています。その調査結果に基づき、2016（平成28）年度、四国中

央市舗装修繕計画を策定し、中・長期的な計画の下、適正な維持管理とコストの削減に努めて

います。 

③ 今後の整備計画 

市道は、四国中央市舗装修繕計画に基づき、国の補助事業も活用しながら修繕を行い、予算

の平準化と維持管理コストの削減を図ります。また、トンネルや道路附属物等についても同様

に点検を行い、修繕計画を策定した上で、適正な維持管理を行っていきます。 
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ウ 農道・農道橋 

① 現状 

農道及び農道橋は、整備後年数が経過し老朽化が進んでいるため、定期的に点検等を行って

います。なお、農道橋は、緊急性は低いものの、部分的に破損が見られるものがあるという点

検結果が出ています。 

② 維持管理と更新状況 

農道及び農道橋の維持管理は、定期的な日常点検や修繕を行い、長寿命化に取り組んでいま

す。 

③ 今後の整備計画 

今後も定期的な点検を継続し、損傷度に応じた補修を行い、長寿命化に取り組みます。 

 

エ 林道・林道橋 

① 現状 

林道は、開設後年数が経過した路線が多く、擁壁や路面工等道路構造物の老朽化が進ん

でいます。また、林道橋も同様に老朽化が進んでいる傾向にあり、一部橋梁は、橋台基礎

の洗掘等変状が生じています。 

② 維持管理と更新状況 

林道の維持管理は、定期的にパトロールを行い、異常があれば早期に補修等を実施し長寿命

化に取り組んでいます。また、老朽化が著しく、補修等により機能回復が図れない場合は、改

良工事を実施して施設の更新を行っています。 

③ 今後の整備計画 

引き続き、定期的にパトロールを行い、状況に応じた補修、改良工事を実施していきます。

また、林道橋は、林野庁インフラ長寿命化計画に基づき、定期的に点検・診断を実施し、劣化・

損傷度に応じた修繕や更新を行っていきます。 

 

（２）上水道施設 

ア 上水道施設 

① 現状 

上水道施設は、1950 年代から 1970 年代（昭和 30 年代から 40年代）にかけて集中的

な整備を行いましたが、竣工から40年から50年が経過し、構造物や管路の多くは老朽化が

進行しています。また、2016（平成 28）年度時点の施設の耐震化率は、浄水場が 0％、配

水池は39.4％、基幹管路は46.3％と低く、地震対策が十分ではない状況です。施設の老朽化

は、供給機能が低下し、給水サービスや管理の安定性、安全性を損ねる原因となるほか、構造

材質の劣化により長時間の給水停止を伴う事故や故障が発生する危険性が高くなるため、早急

な対策を講じる必要があります。 

② 維持管理と更新状況 

上水道施設の維持管理は、定期的な清掃・補修、管路の漏水調査といった保守点検を実施し

適正な管理に努めてきましたが、対症療法的な措置がほとんどで、計画的な施設更新等の抜本

的な対応が遅れている現状です。 

③ 今後の整備計画 

管路を法定耐用年数に基づき更新した場合、2013年から2033年にかけて管路の更新需

要が集中するため多額の建設投資が必要となり、経営上の大きな負担となります。管路の法定
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耐用年数は40年ですが、管種や土質条件、埋設方法により使用可能年数が異なるため、管の

劣化度を評価するとともに、更新の優先度を把握することにより、管路更新に要する建設投資

額の平準化を図ります。また、これまで中田井浄水場を基幹浄水場とし、必要に応じて給水区

域の拡大を繰り返してきたため、小規模な施設が多数存在し、非効率な配水ブロックが形成さ

れているため、施設の老朽化対策と併せて、これらの施設の集約化や、施設規模の適正化を図

り、より効率的で安定的な給水を目指します。 

 

（３）工業用水道施設 

ア 工業用水道施設 

① 現状 

工業用水道施設は、1970（昭和45）年から2005（平成12）年にかけて、地域におけ

る工業の健全な発展を目的に整備されたものですが、当初建設された施設については、すでに

40年以上が経過し、老朽化による更新時期を迎えつつあります。一方、更新・耐震対策に係

る改築事業には相当の費用が必要となるため、その費用を平準化するとともに、財源の確保に

ついても中・長期的に検討する必要があります。 

② 維持管理と更新状況 

工業用水道に係る施設・設備及び管路の維持管理は、老朽化に伴う故障や事故による給水停

止を未然に防止するため、定期的な保守点検や修繕を実施し、適正な予防保全を行ってきまし

た。 

③ 今後の整備計画 

持続可能な工業用水道事業を実現していくため、2014（平成26）年には工業用水道施設

更新計画（基礎調査）を策定し、更新計画や耐震化計画の対象施設選定のための基礎資料の整

備に取り組みました。一方、国の動向としても、経済産業省では、内閣官房が策定したインフ

ラ長寿命化基本計画（2013（平成25）年11月策定）に基づく行動計画を平成27年3月

に策定しており、各工業用水道事業者に対し、この計画に基づく個別施設計画の策定を要請し

ているところです。 

このような背景や課題への対応としては、現有資産の現状を分析し整理したうえで、長期的

視野に立った施設更新や、また、耐震化事業を合理的かつ適切に実施することを目的に、2016

（平成28）年3月、工業用水道事業アセットマネジメント計画（四国中央市水道局）を策定

しました。 

今後は、この計画に基づき、更新計画策定、設計及び改築工事を実施して長寿命化を図って

いきます。なお、法定耐用年数での更新計画は、時期が集中して費用が増大となり経営上の大

きな負担となるため、現状に適した更新時期として、原則、実耐用年数を基準に優先順位の高

いものから更新を実施します。 

 

（４）下水道施設 

ア 下水道施設 

【管渠（かんきょ）】 

①  現状 

下水道の普及率は、2017（平成29）年度末で62.9％(人口普及率)に達し、管渠総延長は

328kmとなっています。このうち、管渠の耐用年数である50年を超えているものはありま
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せんが、今後急速に老朽化することが見込まれ、限られた財源の中で、ライフサイクルコスト

の低減化や、耐震機能を考慮した計画的かつ効率的な整備が必要となっています。 

② 維持管理と更新状況 

管渠の維持管理は、老朽化に伴う道路陥没等による事故を未然に防止するため、適正な管理

に努めてきました。また、平成20年度には、四国中央市下水道地震対策緊急整備計画を策定

し、緊急輸送路及び避難路の安全確保と最低限の流下能力を維持するため、平成２７度までに

約 520０m のテレビカメラによる詳細調査を実施し、約 1090m の管更生工事を完了して

います。 

③ 今後の整備計画 

現在、2008（平成 20）年度に国土交通省が創設した下水道長寿命化支援制度を活用し、

防災拠点・幹線道路等から供用開始後 30 年を経過している管渠約 134km を対象とした四

国中央市公共下水道管路施設長寿命化計画の策定に取り組んでいます。計画において、平成

26年度の基礎調査に引き続き、平成27年度からは、緊急対策の必要な管渠及び川之江処理

区の合流式管渠の約4,060mを対象に、テレビカメラによる詳細調査を10,320ｍ実施して

います。 

今後の改築計画にあたっては、「下水道ストックマネジメント計画」の策定が前提となった

ため、下水道ストックマネジメント支援制度に基づき、長期的な視点で四国中央市公共下水道

管渠の管理計画を策定、またリスク評価等による優先順位付けを行い、リスクの高い施設と評

価された管渠については、点検・調査を実施し、修繕・改築計画を含めた「四国中央市下水道

ストックマネジメント計画」を策定しました。今後は、当該計画により調査を実施していきま

す。 

【施設】 

① 現状 

下水道施設は、1979（昭和 54）年に川之江処理区、1981（昭和 56）年に三島処理区

の供用を開始して以来、順次整備を進めてきた結果、2016（平成 28 年）度末で処理面積

1,488.84ha、処理人口 55,593 人となっており、浄化センター2 箇所、ポンプ場 6 箇所、

マンホールポンプ 44 箇所の施設を有しています。また、浸水対策では、2007（平成 19）

年度から雨水ポンプ場10箇所、雨水調整池1箇所の整備を行っています。 

② 維持管理と更新状況 

下水道施設の維持管理は、定期的な点検や必要な修繕により適正に行っており、老朽化や耐

用年数の過ぎた設備の更新を行うことで、機能の維持に努めてきました。また、2004（平成

16）年度に川之江浄化センターにおいて改築実施計画を策定し、2007（平成19）年度から

沈砂池設備、汚泥処理設備の改築工事を行いました。2011（平成23）年度以降は、国が創

設した下水道長寿命化支援制度を活用し、四国中央市下水道長寿命化計画(川之江浄化セン

ター)を策定し、翌年より機能診断で得られた健全度の低い設備から実施設計、改築工事に取

り組んでいます。 

また、三島浄化センターでは、2015（平成 27）年度に長寿命化計画の基本調査を行い、

平成28年度に四国中央市下水道長寿命化計画(三島浄化センター)を策定し、川之江浄化セン

ターと同様に健全度の低い設備から実施設計、改築工事を実施していきます。 
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③ 今後の整備計画 

川之江浄化センター、三島浄化センターでは、引き続き長寿命化計画に基づき、設備の改築

工事を行っていきますが、現状の長寿命化計画の最終年度が 2020 年度となっており、老朽

化の進む設備が増大する中で、2021年度以降の計画を策定していく必要があります。  

また、ポンプ場 6 箇所についても老朽化が進んでいるため、同様に改築計画の策定が必要

です。 

今後の改築計画にあたっては「下水道ストックマネジメント計画」の策定が前提となりまし

たので、下水道ストックマネジメント支援制度に基づき、長期的な視点で四国中央市公共下水

道施設全体の施設管理計画を策定、またリスク評価等による優先順位付けを行い、リスクの高

い施設と評価された施設について点検・調査を実施し、修繕・改築計画を含めた「四国中央市

下水道ストックマネジメント計画」を策定しました。今後はその計画により改築工事を実施し

ていきます。 

 

（５）港湾施設 

ア 港湾施設 

① 現状 

港湾施設（上屋除く）は、岸壁、護岸、橋りょうを管理しており、老朽化が進んでいるため、

計画的かつ効率的な管理を行う必要があります。また、四国８の字ネットワークの結節点であ

り、今後、アクセス道路の整備や製紙を中心とした地場産業の基盤強化が図られることにより、

ますます発展することが期待されています。 

② 維持管理と更新状況  

岸壁、護岸、橋りょうの維持管理は、老朽化に応じて補修・修繕を行っています。また、2010

（平成22）年から2015（平成27）年にかけては、東埠頭港橋線橋りょう改修事業を実施

し、橋りょう等の更新を行い、必要に応じて施設の更新を行っています。 

③ 今後の整備計画 

港湾施設は、今後、国や県、その他の関係機関と協議、調整等を行い、三島川之江港の港湾

計画に沿って整備を実施していきます。 

 

（６）農業用施設・漁港施設  

ア 農業用施設 

【排水機】 

① 現状 

排水機は、蕪崎、藤原、八日市の３施設があり、整備後約20年が経過し、老朽化等により、

施設機械の補修及び維持管理費が年々増加していることから、管理面も含めた計画的な施設の

長寿命化とライフサイクルコストの低減を図る必要があります。 

②  維持管理と更新状況 

排水機の維持管理は、老朽化に伴う施設機械のほか、場内の設備の適正な管理に努めてきま

した。2015（平成27）年度には、県営事業で蕪崎排水機場機能診断保全計画を策定し、更

新に向けた準備を進めています。また、その他の排水機についても、計画的に機能診断を実施

しています。 
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③ 今後の整備計画 

今後は、土地改良長期事業管理計画を策定し、県営の水利施設整備事業により、維持管理費

の増大している排水機から更新を行っていきます。 

【農業用水利施設】 

① 現状 

農業用水利施設は、銅山川疏水や新宮かんがい排水等が、老朽化に伴い水路や電気設備等に

管理面及び機能面で支障が出ており、緊急停止や破裂等の危険性があることなどが課題となっ

ています。 

② 維持管理と更新状況 

農業用水利施設の維持管理は、県営の水利施設整備事業で補修を行い、長寿命化を図ってい

ます。 

③ 今後の整備計画 

今後は、県営の水利施設整備事業の中で、維持管理費が増大となっている水利施設を更新し

ていくよう土地改良長期事業管理計画に示しています。 

 

イ 漁港施設 

① 現状 

漁港施設は、全体的に長年の風雨や高潮により老朽化が進んでおり、使用に際し支障をきた

している状況です。 

② 維持管理と更新状況 

施設の維持管理の方向性について、海岸施設は、漁港海岸整備事業として改修に取り組み、

漁港施設は、老朽化に応じて補修・修繕を実施しています。なお、管理体制は、各漁業協同組

合と連携を図りながら維持管理を行っています。 

③ 今後の整備計画 

今後の整備は、農山漁村地域整備交付金を活用し、平成26年度から平成31年度までの計

画で、護岸等の補強及び改良を予定しています。 

 

３ 個別施設計画の策定の推進について 

分野別施設方針で代表的な施設類型の再編の方向性を整理すると、特に管理計画の 1 期前

期（２０１７～２０２１年）には、耐用期間が満了する施設が集中しています。 

このため、１期前期に検討・基本方針を決定し、行動計画である個別施設計画を早急に策定

する必要があります。また、その情報を最新に保つため、毎年、分野別施設方針の更新を行い、

市民や議会と合意形成を図りながら、公共施設等の再編に取り組む必要があります。 

 

 


